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津波作用を受ける道路橋の被害率曲線の構築とその利活用 
Development of fragility curve for girder-type road bridges 

 subject to a tsunami wave load and its implementation 
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   We assess the tsunami damage on road bridges due to the 2011 off the Pacific Coast of Tohoku earthquake tsunami. 

For damage assessment of bridges, we obtain the inundation heights at 144 subject bridges by observed data and 

tsunami flow simulations. We clarified damage ratio dependent on an inundation depth calculated by an inundation 

height, which is defined by the value of number of bridge damage points divided by total number of exposed bridges, 

focusing on wash-away girder-type bridges. Finally, we develop the fragility curve of wash-away damage for girder-

type road bridges and show how to use the fragility curve for regional damage assessment of road infrastructures in 

Natori city, Iwanuma city, Watari town and Yamamoto town in Miyagi Prefecture. 

 

Keywords : the 2011 off the Pacific Coast of Tohoku earthquake and tsunami, road infrastructure, bridge, tsunami 

damage, damage function 

 

 

１．はじめに 
 2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震で

は，これに伴う巨大津波により道路橋に甚大な被害が発

生した．このような道路橋の被害は復旧活動に甚大な影

響を与えるため，発生が蓋然的に予期される巨大地震津

波に対して防災施策立案の事前作業となる道路橋の被害

推計が必要となる．したがって，道路橋の津波に関わる

被害推計の要素技術である被害率曲線の構築がなされて

いる(例えば，文献 1))．以上より本研究では，東北地方

太平洋沖地震津波において発生した道路橋の落橋被害に

焦点を当て，浸水深を指標とした橋梁の被害率曲線を構

築する．構築された被害率曲線を地域レベルの道路網に

適用する一例として宮城県の名取市，岩沼市，亘理町及

び山元町に敷設された橋梁の津波被害想定に関する方法

論を示す． 

 

２．分析対象とする橋梁と分析方法 
 本研究では，庄司ら 2)によって示された東北地方太平

洋沖地震において津波作用を受けたと考えられる 230 の

橋梁から桁橋構造で桁まで津波が作用したと考えられる

144 の道路橋を分析対象とする．文献 2)ではこれら 144

の道路橋の中で 29の道路橋において津波作用により発生

した被災モードが示されており，これらの中で被災モー

ドが落橋とされる 17の道路橋を分析する．図 1には，こ

れらのデータの地点，浸水域 3)，橋梁位置での浸水高の

推定値及び浸水高の観測値 4)の関係を示す．これらのデ 

   
図 1 分析対象橋梁の位置，それらの位置での浸水高の

推定地及び文献 4)で示された浸水高の観測値 

 

ータを基に，落橋に関する被害率��
�として落橋数��|�

� を

対象橋梁数��
�で除して式(1)のように定義した． 
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注：括弧内は各計算Groupで比較した観測点の数 

図 2 数値計算による浸水高と浸水高の観測値との関係 

 

 b
t

b
dfb

N
N

N
R

|
=  (1) 

 

津波作用の指標としては浸水深を使用する．浸水深は

各橋梁位置での浸水高から河川水面における標高を差し

引くことで算出する．東北地方太平洋沖地震津波合同調

査グループ 4)の 2012年 12月 29日時点での浸水高の観測

値の中で測量誤差が小さいとされる信頼度 B 以上のデー

タが各対象橋梁から 250m 以内に存在する場合は，最近

傍の浸水高の観測値を各橋梁位置での浸水高であると仮

定した．それら以外の橋梁では，対象橋梁位置での浸水

高を次章で示す数値シミュレーションによって算出する．

これにより分析対象となる橋梁位置の浸水高は，数値計

算の結果を基にした 112 データと観測記録を基にした 32

デ ー タ の 計 1 4 4 デ ー タ を 用 い て 推 定 さ れ る ． 

 

３．分析対象となる橋梁位置での浸水高の推定 
 分析対象となる橋梁位置における浸水高の推定では，

東北大学により開発された津波プログラム TUNAMI-

CODE (Tohoku University’s Numerical Model for 

Investigation of Tsunami)5)を用いて津波の伝播及び浸水に

関する数値シミュレーションにより計算する．支配方程

式は浅水理論に基づいた以下の式(2a)-(2c)のようになっ

ており，格子配置は Staggered 格子を採用し leap-frog 差

分法により計算を実施した． 
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式(2a)-(2c)において�は海面を基準とした津波波高であり，

�は東西方向である�方向の流量フラックス，�は南北方

向である�方向の流量フラックス，�は津波波高�と静水

深の和である全水深である．�は重力加速度，	は海水の

単位体積質量である．また，
は Manning の粗度係数で

あり，全計算で一様に 0.025としている．数値計算は 112

の分析対象の橋梁を 45の計算 Groupに分割して行い，そ

れら毎に計算領域を 6 段階に設定して計算した．陸域に

おける標高データとして，広域 4 領域(Region1~Region4)

で GEBCO306)のデータ，狭域 2 領域(Region5,Region6)で

国土地理院提供の数値標高モデル(10m 間隔)7)を利用した．

海域における水深データとして，広域 1 領域(Region1)で

GEBCO30 のデータ，狭域 5 領域(Region2~Region6)で日

本水路協会の海底地形デジタルデータ M7000 シリーズ

(1m 間隔等高線)8)を利用した．これら標高と水深のデー

タを各領域で Kriging 法で補間した．波源モデルとして

は Fujii et al.9)により提案されたモデルを利用し，初期水

位は Okada10)の方法により静的に与えた．計算時間は，

各ステップの刻み幅を 0.10 秒とし，総計算時間は計算

Group毎に 120分から 240分と設定した．  

 数値計算による浸水高と浸水高の観測値との関係を図

2 に示す．また，津波シミュレーションの妥当性を文献

11)によって示された��から算出される�と�を指標とし

て評価した．��は各観測点での浸水高の観測値を数値計

算により得られたその観測点での浸水高で除した値であ

る．�は��の対数平均であり計算による平均的な補正倍

率を表し，�は��の対数標準偏差であり平均値�に対する

変動の割合を表す．今回の数値計算モデルを各計算領域

において分析対象となる橋梁の近傍に存在する 1,233 点

での浸水高の観測値と比較し，�は 0.924，�は 1.233とな

った．これらの値は共に 1 に近い値であるほど精度が良

いとされ，相田 12)は�が 0.92以上，文献 11)は�が 1.45以

下のモデルが精度良く実際の津波の伝播及び浸水を再現

したモデルとしている．これらの比較検討に基づき，各

橋梁地点での数値計算による浸水高がそれぞれの地点で

の浸水高として妥当であると考え，以降の分析でこれら

の値から浸水深を算出する． 
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図 3 浸水深による対象橋梁及び落橋のヒストグラム 

 

 
図 4 落橋に関する被害率と被害率曲線 

 

表 1 被害率曲線のパラメータ 

 
 

４．被害率の算出と被害率曲線の構築 
 浸水深毎の対象橋梁数及び落橋した橋梁数のヒストグ

ラムを図 3 に示す．対象橋梁数は浸水深 6.0m~8.0m 及び

8.0m~10.0m で 33 橋梁と最大となり，落橋した橋梁数は

浸水深 16.0m~18.0m で 6 橋梁と最大となった．このヒス

トグラムから式(1)を用いて被害率��
�を算出し，被害率

��
�と浸水深の関係を図 4 に示す．浸水深 2.0m までは被

害率��
�は 0 を示し，浸水深 5.0m から被害率が立ち上が

り始める．浸水深 5.0m~13.0m の領域で被害率��
�は線形

的に増加している．浸水深 15.0mで被害率��
�は 0.17と増

加し，浸水深 17.0mで被害率��
�は 0.55と急激に増加して

最大値を示した．被害率��
�が最大値 0.55を示した地域は

川原川橋，気仙大橋，歌津大橋，水尻橋及び横津橋の周

辺であった． 

 被害率曲線の構築に際しては，浸水深 z における被害

率�(
)が標準正規分布の累積確率Φ(z)を用いて，対数正

規分布で式(4)のようにモデル化されると仮定した． 

 

 

 
図 5 分析対象とする道路網及び橋梁 
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ここで，��と��は�
 
の期待値と標準偏差である．回帰

定数は対数確率紙を用いて最小二乗法による線形回帰直

線によりそれぞれ算出した．浸水深の各区間における代

表値は 4.0m~18.0m の区間では中央値を使用しているが，

4.0m 未満の区間では 2.0m とし，18.0m 以上の区間では

19.0m とした．構築した被害率曲線及び Shoji and 

Moriyama13)が構築した被害率曲線とそれらの被害率デー

タを図 4 に併せて示し，表 1 にそれぞれの被害率曲線の

算定に際する回帰定数を示す．文献 13)は 2004 年インド

洋大津波の際のスリランカにおける道路橋の桁橋の落橋

被害データを基に分析を行っている． 

図 4 において文献 13)の被害率曲線が点線で表示して

いる領域は，これまで被害率データが存在しないため精

度が保障できなかった領域である．本研究ではこれらの

領域において被害率のデータ及び被害率曲線を示すこと

ができた．また，本研究における被害率は文献 13)の被

害率に比べ低い値を示した．これは本研究で対象とした

橋梁が耐震設計されている我が国の橋梁であるので，文

献 13)で扱ったスリランカの橋梁より津波作用に対して

も抵抗力が大きかったためであると推察される． 

 

５．津波ハザードが高い地域の道路網の津波被害

推計 
 津波ハザードが高い地域の防災施策の立案の前提とな

る被害推計において，構築した被害率曲線を活用する方

法論を以下に示す．本研究では一例として宮城県の名取

市，岩沼市，亘理町及び山元町までの国道，県道及び市

道からなる道路網を対象とした場合の適用方法を示す．

津波作用として東北地方太平洋沖地震津波と同一の浸水

を想定し，分析対象となる道路網として国土地理院の数

値地図 250014)を基に津波浸水域内に存在する道路網を抽

出した(図 5)．また，この図にそれら道路上に存在する分

析対象とする 153 の道路橋の位置を併せて示す．これら 
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図 6 対象橋梁の浸水深についてのヒストグラム 

 

 
図 7 浸水深による対象橋梁及び落橋のヒストグラム 

 

 
図 8 各橋梁での被害率の空間分布 

 

の対象橋梁位置において津波シミュレーションを用いて

浸水高を算出し，浸水高から津波シミュレーションで用

いた橋梁位置での標高を差し引くことで浸水深を推定す

る．対象橋梁における推定した浸水深のヒストグラムを

図 6に示す． 

対象となる 153 の道路橋位置における推定された浸水

深を基に図 4 に示した被害率曲線を適用する．推定した

被害率のヒストグラムを図 7，各橋梁の被害率の空間分

布を図 8 に示す．本試算で適用した事例では被害率が

0.08 以上と比較的高い 4 橋梁は山元町の海岸線に集中し

た．算出された被害率は道路網のリンクが切断される確

率であるので，津波災害時において地域に敷設された道

路網の機能障害の程度を数値試行により評価し，津波対

策の優先順位づけ等の防災施策に利活用することができ

る．  

 

６．まとめ 
 本研究では，2011 年東北地方太平洋沖地震津波におい

て発生した道路橋の落橋被害に焦点を当て浸水深を指標

として被害率曲線を構築した．また，構築された被害率

曲線を津波ハザードに曝される道路網上の橋梁の防災施

策の立案に利活用する方法論を示し，その一例として宮

城県名取市，岩沼市，亘理町及び山元町の道路網に被害

率曲線を適用した． 
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